
入 札 について 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 令和 5 年 9 月 25 日  

社会福祉法人駿河会 理事⾧ 小嶋康則  

 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 工 事 名  令和 5 年度晃の園電話・ナースコール設備更新工事 

 (2) 仕 様 等   入札説明書による 

 (3) 工 事 期 限 令和 6 年 3 月 20 日まで。  

(4) 履 行 場 所 静岡市葵区富沢 1542 番地の 39 特別養護老人ホーム晃の園 

２ 競争参加資格 

(1) 令和 5 年度静岡市一般競争参加資格においてＡ，Ｂ，Ｃ又はＤの等級に格付された資格を有する

者であること。 

(2) 静岡市以外の行政が定める令和 5 年度一般競争参加資格を有する者であること。 

 (3) その他、当法人が参加を認める者であること。  

３ 契約条項を示す場所及び問合せ先  

〒421-1311 静岡県静岡市葵区富沢 1542 番地の 39  

事務⾧ 窪野利明  

電話 054-270-1210  

４ 工事説明書等の配布期間及び配布場所  

令和 5 年 10 月２日（月）  10 時 00 分～１７時００分  

新型コロナウイルス対策の為、個別対応。事前予約が必要。 

５ 工事説明会の日時及び場所  

令和 5 年 10 月２日（月）  10 時 00 分～１７時００分  

新型コロナウイルス対策の為、個別対応。事前予約が必要。 

6 入札前提出書類 

  入札に参加する者は以下の書類を工事説明会前までに当法人へ提出すること 

① 一般競争入札参加資格等認定申請書 

② 誓約書 

③ 会社経歴を証明する書類もしくはパンプレット  

7 開札の日時及び場所  

令和 5 年 10 月 13 日（金）１0 時００分  

特別養護老人ホーム晃の園  

8 入札保証金及び契約保証金の納付 免除  

9 落札者の決定方法 総合評価落札方式による。  

10 契約書作成の要否 要  

11 その他 詳細は，入札説明書等による。 



記 

 

【電話・ナースコール設備更新工事】 

 

概要：電話設備とナースコール設備の更新 

内線交換機とナースコールを連動させ、iPhone を子機として利用できる環境一式を構築する。 

工期は令和 6 年 3 月 20 日までとする 

 

条件： 

 【電話設備】 

 交換機には電話 3 番号・FAX1 番号を収容する 

 同時通話数は 3 以上 

卓上電話機は 27 台を予定 

 火災報知器回線が収容しない 

 iPhone を内線子機として利用する 

  

【ナースコール】 

4 人部屋 22(88 床)・2 人部屋４(8 床)・1 人部屋 12(12 床)・個室 64・WC36・風呂 17 か所の設

置を予定(詳細は要打ち合わせ) 

設置場所は現場説明会にて説明する 

 ベッドサイドの呼び出しは天井スピーカーを用いない 

 iPhone(電話機能と同一端末)で呼び出しを受ける仕様とする 

  

以上 

  



 

一般競争入札参加資格等認定申請書 

令和  年 月 日 

社会福祉法人 駿河会 

理事⾧ 小嶋康則 殿 

 

所 在 地             

商号又は名称            

代表者氏名           印 

 

 下記の一般競争入札に参加したいので、定められた書類を添えて、入札参加資格の認定を申請します。 

 なお、地方自治法施行令 167 条の 4 の規定に該当しない者であること並びに記載事項は事実と相違な

いことを誓約します。 

 

 

記 

1 入札の概要 

2  

(1) 件  名  令和 5 年度 晃の園 電話・ナースコール設備更新工事 

 

(2) 所 在 地  静岡県静岡市葵区富沢 1542 番地の 39 

 

3 公 告 日 

 

令和 5 年 9 月 25 日 

以 上 

 

連絡先 担当者所属・氏名 

    連絡先電話番号 

    連絡先アドレス 

 

 

 

 

 

  



誓約書 

令和  年  月  日 

社会福祉法人 駿河会 

理事⾧ 小嶋康則 殿 

 

住   所               

商号又は名称              

代表者氏名             印 

 

 

次の事柄について、該当しないことを誓約します。また、参加資格確認のため、必要な官公庁への照会を

行うことについて、承諾いたします。 

 

(１) 地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当している。 

 

(２) 経営不振の状態（会社更生法第 17 条第 1 項に基づき更生手続開始の申立てをしたとき、民事再

生法第 21 条第 1 項に基づき再生手続開始の申立てをしたとき、手形または小切手が不渡りとな

ったとき等）である。 

 

 

(３) 当法人の理事が役員をしている企業であること。又は、設計業務等の委託者又は当該受託者と

資本若しくは人事面において関連ある企業である。 

 

(４) 役員等が暴力団員等であると認められる者である。 

 

(５) 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者である。 

 

 

(６) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者である。 

 

(７) 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に優先的な取扱いをす

る等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められる

者。役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者である。 

 


